
令和３年度

第１３期事業年度

自　令和　３年 ４月　１日

至　令和　４年 ３月３１日

公立大学法人　青森公立大学



（単位：円）

差額
（決算-予算）

収入

　 運営費交付金収入 531,796,000 512,976,280 △ 18,819,720

施設整備費補助金収入 42,640,000 34,196,800 △ 8,443,200

自己収入 855,833,000 732,438,058 △ 123,394,942

822,481,000 708,753,635 △ 113,727,365

その他収入 33,352,000 23,684,423 △ 9,667,577

補助金等収入 1,500,000 2,700,000 1,200,000

寄附金収入 3,050,000 271,467 △ 2,778,533

受託研究等収入 2,488,000 3,217,158 729,158

目的積立金取崩収入 19,053,000 10,194,038 △ 8,858,962

0 0 0

計 1,456,360,000 1,295,993,801 △ 160,366,199

支出

　 業務費 1,045,914,000 899,034,782 △ 146,879,218

教育経費、教育研究費等 355,781,000 256,252,197 △ 99,528,803

人件費 690,133,000 642,782,585 △ 47,350,415

一般管理費 360,768,000 281,541,817 △ 79,226,183

施設整備費 42,640,000 34,196,800 △ 8,443,200

補助金事業費 1,500,000 2,833,900 1,333,900

寄附金事業費 3,050,000 1,483,372 △ 1,566,628

受託研究等経費 2,488,000 2,224,823 △ 263,177

0 0 0

計 1,456,360,000 1,221,315,494 △ 235,044,506

0 74,678,307 74,678,307

令和３年度　決算報告書

公立大学法人　青森公立大学

区　　分 予算額 決算額 備考

前年度繰越金

(注１）

(注２）

授業料・入学料及び入学検定料収入 (注３）

(注９）

(注４）

(注５）

(注６）

(注７）

(注８）

(注１０）

(注１１）

(注１２）

(注１３）

(注１４）

(注１５）

設立団体への返還金

収入-支出
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○予算と決算の主な差異について

＜収入＞

＜支出＞

(注１０)

(注１１)

(注１２)

(注1３)

(注1４)

(注１５)

(注１） 運営費交付金収入の差額については、精算により令和4年1月に第4回運営費交付金で調整した金額
であります。

(注２) 施設整備費補助金収入の差額については、精算により令和4年1月に第4回運営費交付金で調整した
令和3年度青森市返還分の金額であります。

(注３) 授業料・入学料及び入学検定料収入については、高等教育無償化制度の実施に伴い減免対象と
なった学生分の授業料・入学料収入を減じたことにより、決算額が減額となっております。

(注４) その他収入については、交流施設貸付料収入及び財団助成金の減により、予算額に比べて決算額が
減額となっております。

(注５) 補助金等収入については、文化芸術振興費補助金(アーティスト・イン・レジデンス活動支援を通じた国
際文化交流促進事業)の増により、予算額に比べて決算額が増額となっております。

(注６) 寄附金収入については、当該年度以前に受けた寄附金を活用するため予算措置したものですが、当
該年度以前の寄附金収入は決算額に反映されないため、予算額に比べて決算額が減額となっており
ます。

(注７) 受託研究等収入については、青森市浪岡地域からの受託事業の新規受託及び科研費補助金間接経
費の増により、予算額に比べて決算額が増額となっております。

(注８) 目的積立金取崩収入については、海外留学総合研修派遣事業の中止及び地域連携センター事業の
規模の縮小による執行残により、予算額に比べて決算額が減額となっております。

(注９) 教育経費、研究経費等については、前年度に比べ高等教育無償化に係る奨学費予算を増額措置し
ておりますが、決算額に反映されない現金を伴わない減免授業料等のため、予算額に比べて決算額
が減額になっております。

一般管理費については、大学施設維持管理経費の執行残等により、予算額に比べて決算額が減額に
なっております。

注２の内容による支出であります。

注５の内容による支出であります。

寄附金事業費については、寄附金事業の執行残等により、予算額に比べて決算額が減額になってお
ります。

受託研究等経費については、受託事業の執行残により、予算額に比べて決算額が減額になっており
ます。

人件費については、退職教員の不補充等による執行額の減等により、予算額に比べて決算額が減額
となっております。
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